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発表事項 
•  平成２２年より、香川県では糖尿病に重
点をおき、特定健診結果（HbA1c値）を活

用した、要受診勧奨判定値以上者に対す
る、重症化予防対策に取組んでいる。 

 （平成２１年度モデル事業実施） 

•  今回は、本会にて構築した受診勧奨シ
ステムを活用した保険者（観音寺市）の取
組について報告する。 



方法 
• 耐糖能検査（HbA1c値６.１以上等）と質問票

項目である糖尿病未服薬者を抽出条件に要
医療受診勧奨対象者を選定。 

• 医療受診勧奨目的の相談票を保険者より該
当被保険者に送付し、その後の医療受診行
動の把握ならびに医師より要指導指示の
あった者に対する保健指導を実施した。 



受診勧奨相談票作成機能 
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作成条件 
・受診勧奨判定値以上（厚生労働省） 
但、ＨｂＡ１ｃ値を最優先 

受診勧奨相談票 
送付 

指導結果 

被保険者は受
診勧奨相談票
をもって医療
機関へ受診 



受診勧奨相談票用紙 

特定健診受診
結果も明記して
いる。 

医療機関からは、キリトリ線以下を記入し各保険者へ返送してもらう。 



受診勧奨結果（観音寺市）①   

 医療機関への相談者内訳 

１０４人 

（49.3%） 

21人 

（10.0%） 

86人 

（40.7%） 

相談票受診 

電話勧奨受診 

相談なし 

Ｈ22年度相談票 
送付数 211人 

総数 ２１１人 

・相談票送付者の内、
１０４人（４９．３％）は、
自ら医療受診行動が
みられた。 
 

・未受診者（５０．７％）
に電話勧奨を行った結
果、１０％の人は医療
受診行動につながった。 
 

 
 

医療受診行動者４９．３％ 
未受診の理由 
・連絡がつかない        33% 
・治療・経過観察中  44.7% 
・無関心 



受診勧奨結果（観音寺市）② 

医療機関からの報告内訳 

医師からの返信率は９４％と非常に高い 

（モデル事業） 



受診勧奨結果（観音寺市） ③ 

要指導者に対する実施体制 
Ｈ２１（モデル事業） Ｈ２２ 

日程 市が従来実施して
いた相談日を活用 

指導日時の調整を事
前に行い個別予約制 

担当
者 

保健師    ３名 
管理栄養士 １名 

保健師    １名 
管理栄養士 １名 

体制 実施しながら修正。 ・ 指導票の様式作成 
・ 担当者の決定 
・ 個別相談フローの 
  作成 
 
   

医療機関からの報告で、要指導となった場合保険者
で個別にアプローチを行っている。 

初回面接 

中間評価 

最終評価 

一般事業への
勧奨 

３ヶ月後 

６ヶ月後 

終了後 

・動機づけ 
・目標設定 
・生活指導 
・食事指導 

進捗状況確認 

継続への話し
合い 

・健康相談 
・健康教育等 

個別相談の 

フロー（H22) 



要指導者の結果（観音寺市）① 

   ～継続状況～ 

指導体制の確立で
中断者激減 



要指導者の結果（観音寺市）② 
～体重・腹囲・ＨｂＡ１ｃ値の変化～ 
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体重（ｋｇ） 腹囲（ｃｍ） ＨｂＡ１ｃ値 

58.3kg 

60.2kg 86.9㎝ 

85.2㎝ 

6.5 

6.2 

- －1.7cm －0.3 

体重・腹囲・HbA1c値のすべての項目において、指
導後の値は改善していることがわかる。 



まとめ 

• 受診勧奨相談票を用いた、被保険者へのアプロー
チは、早期発見・早期治療効果があり、医師の指示
の下指導するため、ポイントを絞った重症化予防効
果がある。 

• 医師からの直接的な指導（言葉）は、被保険者の生
活習慣改善の意識付に有効である。 

• 医療機関から、要指導報告を受けた被保険者への
指導では、改善幅も大きく、医療機関との連携は重
症化予防の有効な取組みであるといえる。 



今後の課題 
・ 医療機関への相談者を増やすために 

  ①電話勧奨は相談行動に繋がり効果あり 

  ②「無関心」を含め、電話勧奨等の個別対応を検討 

・ 医療機関との連携を強めるために 

  ① 指示のあった医師に対する指導状況の詳細な報告を行う 

  ② 最終評価の報告を行うことで事業の理解を得る 

  ③ 医師の言葉は患者への影響が大きい 

     より医師との連携を密に 

・ より効果的な指導を行うために 

  ① 指導体制の確立 

  ② 連絡がつかない人等を含めた対象者の全体把握 

  ③ 特定健診を継続的に受けるよう働きかけ 

       → 個々の経年評価を行うことが出来る。 


